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要　　　　望  

　高知県では、県全域で約２万区域もの土砂災害警戒区域が
存在し、可住地面積あたりの土砂災害警戒区域数は全国７位
の多さです。

　このような土砂災害の危険のある場所が多い我が県では、
第１次国土強靱化実施中期計画に基づき、ハード・ソフト対
策を組み合わせた砂防関係事業による社会基盤の整備が不可
欠です。

　こうした取り組みをあらゆる主体が協働し、事前防災対策
としての施策を強力に推進できるよう、下記について、強く
要望します。

記

１．中長期的な見通しに基づく砂防関係施設の整備推進の支援

２．地域防災と一体となった事業の推進の支援

３．集中的な土砂災害防止施設の維持・修繕の支援

４．直轄による土砂災害の防止

５．地域の災害対応力の強化の支援

令和７年１１月 

会 長　津野町長　池 田 三 男
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１　中長期的な見通しに基づく砂防関係施設の整備
　推進の支援 

　持続的な地域経営に向け、激甚化・頻発化する土砂災害の
発生時に対する備えとして、拠点的な施設や避難路、集落の
安全を確保することが重要であると考えています。

　加えて、災害に備えて地域の基盤を支える建設業者を育成
することも重要です。

　これらを実現するため、第１次国土強靱化実施中期計画に
ついて必要・十分な予算を確保し、「いのち」と「くらし」
とともに「なりわい」を守るため、中長期的な見通しを持っ
た計画的な事業実施に資する砂防関係予算の確保を要望しま
す。

【砂防関係施設の整備による安全の確保】

（高知市みづき みづき奥谷川砂防堰堤）
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２　地域防災と一体となった事業の推進の支援 

　がけ崩れ等の土砂災害が発生した場合でも、被害者が出な
いよう地区防災計画の策定など地域ごとの防災活動の推進は
待ったなしです。

　一方で、中山間地域は安全な避難のため地域内一帯で対策
が講じられる必要がありますが、集落が点在し、土砂災害警
戒区域が多い高知県では、急傾斜地崩壊対策事業は必ずしも
防災活動と同一範囲で事業を行っていただけないことがある
のが実情です。

　こうした事業採択要件の単位見直しや拡充など、地域の実
情に沿った急傾斜地崩壊対策事業を採択いただけるよう要望
します。

※急傾斜地崩壊対策事業の採択要件
　事業費：７,０００万円以上、保全人家：１０戸以上

　

自主防災組織
（地区防災計画）

急傾事業（公共）対象

急傾事業（公共）
非対象

避難路
（地域防災計画）

【急傾斜地崩壊対策事業の採択要件イメージ】
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３　集中的な土砂災害防止施設の維持・修繕の支援

　高知県には約２万箇所の土砂災害警戒区域が存在していま
す。ひとたび完成した施設でも、激甚化・頻発化する豪雨や
切迫度が高まっている南海トラフ地震の際に、機能が失われ
ていることがないよう恒常的なメンテナンスは不可欠です。

　こうした機能が低下した施設の更新や砂防堰堤等に堆積し
た土砂の撤去が継続的に行われるよう、恒久的な公共施設等
適正管理推進事業や浚渫推進事業の予算枠の確保を要望しま
す。

【機能が低下した施設の更新】 【砂防堰堤に堆積した土砂の撤去】

施工後

施工前施工前

施工後
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４　直轄による土砂災害の防止 

　吉野川水系では、過去幾度となく豪雨災害にみまわれてお
り、また、平成30年７月豪雨では大規模な土砂災害が多数発
生し、高速道路の被災のほか、家屋の全壊、多数の世帯が孤
立するなど、甚大な被害が発生しました。

　国直轄による砂防事業においては、引き続き、水系全体の
荒廃状況等を踏まえた上で、地域の安全・安心のため、必要
な予算を十分に確保し、事業を着実に促進していただくよう
要望します。

【平成30年７月豪雨の概況】

立川川 被災状況
（立川橋：上り線）
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車道 （大豊町）

（愛媛県）

吉野川
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行川支川　被災状況

本山町　屋所谷右支堰堤（令和７年６月完成）

特定緊急砂防事業実施エリア

高知自動車道
（立川橋：上り線）

位置図

要望箇所

土佐町　境谷堰堤（施工中）

【国直轄砂防事業の進捗状況】

立川川　被災状況

栗ノ木川支川　被災状況
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５　地域の災害対応力の強化の支援

　同時多発的な土砂災害などが起これば、自治体の平常時の
人員だけでは更なる被害の拡大防止のための対処が困難とな
ることが想定されます。

　こうした対応を支援する全国各地の災害対応のノウハウを
持ち、迅速に対応できる四国山地砂防事務所並びに四国地方
整備局の人員の確保と体制の強化を図り、大規模災害発生時
における機動的な支援を要望します。

【TEC-FORCEの活動の様子】

　辞令交付式 　現地調査

　現地調査 調査報告・協議
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（一社）全国治水砂防協会高知県支部

高知県防災砂防協会会員

高知市

南国市

宿毛市

香南市

奈半利町

北川村

本山町

大川村
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土佐市
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香美市
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馬路村

大豊町

いの町

佐川町

日高村

大月町

黒潮町

安芸市

須崎市

四万十市

東洋町

安田町

芸西村

土佐町

仁淀川町

越知町

津野町

三原村

全３４市町村
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高知県防災砂防協会の
土砂災害防止に向けた取り組み

高知県では土砂災害警戒区域等での被害の防止のため、住民
や市町村・県などのあらゆる主体が一丸となって、土砂災害
の防止に向けて取り組んでまいります。

②備えて住む を加速化 ③安全に逃げる を加速化

○住民自らの対策を自治体も支援！ ○避難に向けた訓練・計画づくり
を徹底！・県と市町村で制度を創設

安全な土地がない地域での建替等の際に土砂
災害に対して安全な構造とするための外壁補
強・防護壁の設置費用を一部助成 ○地域住民を中心とした土砂災害

学習会を実施！

・要配慮者利用施設
  の避難確保計画

３３市町村の
全施設で作成完了

①土砂災害を減らす を加速化○流域治水（砂防）の考えの下、
住民や行政などあらゆる主体が、
連携して対策を推進 ○土砂災害から県民の命と暮らし  

 を守る！

②備えて住む

①土砂災害を減らす

③安全に逃げる

住民の対策の支援事例
（外壁補強）

（防護壁設置）

砂防事業

急傾斜地崩壊対策事業

学習会の様子


